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令和５年度熊本県地域職業訓練実施計画 

令和５年２月２２日 

熊 本 県 
独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構 熊本支部 

熊本労働局 
 
１ 総説 

（１）計画のねらい 
産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労

働者の地位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の

変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び転職に当たっての円滑な再就職に資

するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行う必要がある。このため、雇用

失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（以下「能開法」という。）第 16

条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下「公共職業能力開発

施設」という。）において実施する職業訓練（能開法第 15 条の７第３項の規定に基

づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓

練」という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律

（以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定

を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、

労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、現下の雇用失業情勢等を踏まえ、本計画の対象期間（以下「計画期間」

という。）中における公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓練」とい

う。）の対象者数等を明確にし、計画的な公的職業訓練の実施を通じて、職業の安

定、労働者の地位の向上等を図るものである。また、公共職業能力開発施設は、本

計画を実施する際に、労働局、公共職業安定所、地方公共団体等関係機関との連携

を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図るものとする。 

 

（２）計画期間 
計画期間は、令和 5年(2023 年)4 月 1 日から令和 6年(2024 年)3 月 31 日までと

する。 

 

（３）計画の改定 
この計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ改定する。 
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２ 労働市場の動向と人材ニーズ、課題等 

 

（１）労働市場の動向 

令和４年 12 月末現在の熊本県内の労働市場の動きをみると、新規求人数（パー

トを含む）は 13,554 人（月平均）で前年同期比 6.5％増加している。主要産業別で

は、建設業は 1,123 人で 0.7％の減少、製造業は 1,466 人で 6.1％の増加、運輸業・

郵便業は 529 人で 11.4％の増加、卸売業・小売業は 1,233 人で 2.9％の増加、宿泊

業・飲食サービス業は 867 人で 15.0％の増加、医療・福祉は 4,111 人で 5.2％の増

加、サービス業（他に分類されないもの）は 2,214 人で 9.1％の増加となっている。

また、有効求人数（パートを含む）は 39,133 人（月平均）で前年同期比 8.0％増加

している。 

一方、新規求職者数（パートを含む）は 5,539 人（月平均）で前年同期比 3.0％

減少、有効求職者は（パートを含む）は 28,173 人（月平均）で前年同期比 1.1％増

加している。 

この結果、令和４年度（12 月末現在）平均の有効求人倍率（原数値）は 1.39 倍

となり、前年同期を 0.09 ポイント上回っている。 

 

 

（２）地域における人材ニーズ 

令和４年７月に県内自治体及び事業所団体に対して職業訓練ニーズに関するア

ンケート調査を実施した結果、雇用増大・改善に期待できる訓練科目は自治体、事

業主団体とも「介護・医療・福祉分野」及び「IT 分野」が上位を占め、次いで「農

業分野」「旅行・観光分野」の順となっている。 

また、半導体関連企業進出に伴い、技術者の育成が急務といった意見があり、大

学・技大・高専・高校を含む幅広い人材育成の取り組みや UIJ ターンの推進等、人

材確保等を検討する必要がある。 
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（３）令和４年度における職業訓練の実施状況 

実施主体／訓練区分 受講者数 就職率 

①公共職業訓練（離職者訓練） 

 

ア 熊本県立高等技術専門校 (委託訓練) 891 人 75.9% 

イ 熊本職業能力開発促進センター (施設内訓練) 428 人 94.8% 

ウ 荒尾訓練センター (施設内訓練) 150 人 88.1% 

②公共職業訓練（在職者訓練） 

 

ア 熊本県立高等技術専門校 (施設内訓練) 0 人 － 

イ 熊本県立技術短期大学校 (施設内訓練) 14 人 － 

ウ 熊本職業能力開発促進センター (施設内訓練) 1,352 人 － 

エ 荒尾訓練センター (施設内訓練) 83 人 － 

③公共職業訓練（学卒者訓練） 

 
ア 熊本県立高等技術専門校 (施設内訓練) 56 人 100％ 

イ 熊本県立技術短期大学校 (施設内訓練) 183 人 98.6％ 

④障がい者等に対する公共職業訓練 

 ア 熊本県立高等技術専門校 

(施設内訓練) 12 人 16.7％ 

(委託訓練) 9 人 33.3％ 

(特別委託訓練) 9 人 33.3％ 

⑤求職者支援訓練 

 ア 熊本労働局 
(基礎コース) 39 人   61.5％ 

(実践コース) 541 人 52.0％ 

 （注）受講者数及び就職率について 

  ※①・・・令和 4 年 12 月入所、委託訓練は 8月修了の訓練コースまでの集計値。 

               施設内訓練は 9 月修了の訓練コースまでの集計値。          

  ※②・・・令和 4年 12 月入所までの集計値。 

  ※③、④・令和 4年 12 月入所、令和 5年 3月修了生の就職率（見込み）。 

※委託訓練は、令和 4年 8月修了の訓練コースまでの集計値 

  ※⑤・・・令和 4年 12 月入所、令和 4年 7月修了のコースまでの集計値 
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（４）次年度の職業訓練の課題・分析 

令和３年度の職業訓練の実施状況においては、 

①就職率が高く、応募倍率が低い分野として、「介護・医療・福祉分野」 

②応募倍率が高く、就職率が低い分野としては、「ＩＴ分野」「デザイン分野 

といった、課題があり、①については、福祉・介護職は異業種からの参入を促す

上で、職種に対する理解やイメージアップが必要であり、そのための説明会や面接

会の開催や、定着支援としてのキャリアカウンセリングを実施していく。 

② については、企業ニーズを調査確認する必要がある。また、新しいニーズの中

で訓練実施機関の体制確立が伴うのか新技術に対応可能か等、様々なデータを収集

しての検討が必要である。 

 
 
３ 計画期間中の公的職業訓練の実施方針 

雇用失業情勢は前年度より改善が進んでいるものの、人手不足が多くの産業に拡

大してきており、人材の確保・育成が課題となっている。 

特に、県内では多数の半導体関連企業が進出予定であり、半導体産業及び関連産

業の人材の質・量ともに不足が見込まれることから、今後、企業の人材ニーズを踏

まえた職業訓練の機動的な設定推進が必要である。 

離職者を対象とする職業訓練については、令和５年度においても、人材不足が深

刻な分野や、成長が見込まれる分野等における人材育成に重点を置きつつ実施する。 

また、職業訓練が計画的かつ効果的に実施できるよう、引き続き、地域の関係者

が連携・協力関係を強化するための連絡・協議の場を設けるとともに、産業界・教

育訓練機関団体等の協力も得ながら、職業能力評価基準や民間教育訓練機関におけ

る職業訓練サービスガイドライン等の更なる整備及び普及も進めていくこととす

る。 

 
４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

（１）離職者に対する公的職業訓練 
  ① 離職者に対する公共職業訓練 

ア 熊本県立高等技術専門校（委託訓練） 

（ア）デジタル、事務、介護の３分野において、知識・技能の習得を目的とし

た３～７か月の短期訓練を実施するとともに、育児等により外出が制限さ

れる者や、居住地域に訓練環境がない者に対して在宅訓練（ｅラーニング）

を実施する。         【定員 1,620 人、目標就職率 75%】 

（イ）国家資格の取得等の高度な知識・技能の習得を目的とした１～２年の長

期訓練（介護、保育、その他分野）を実施する。 

【定員  31 人、目標就職率 75%】 
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イ 熊本職業能力開発促進センター（施設内訓練）  

熊本労働局、公共職業安定所等と連携し、求人ニーズに沿ったものづくり

分野の職業訓練科 10 科を設定する。  【定員 504 人、目標就職率 80%】 

ウ 荒尾訓練センター（施設内訓練） 

熊本労働局、公共職業安定所等と連携し、求人ニーズに沿ったものづくり

分野の職業訓練科 5科を設定する。  【定員 248 人、目標就職率 80%】 

 
② 求職者支援訓練 
・ 令和５年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化が懸念さ

れる中で、引き続き、非正規労働者や自営廃業者などの雇用保険の基本手当を

受けることができない者に対する雇用のセーフティネットとしての機能が果

たせるよう、540 人程度に訓練機会を提供するため、訓練認定規模 893 人を上

限とする。 

・ 訓練内容については、基礎的能力を習得することを目的とした職業訓練（基

礎コース）及び、基礎的能力から実践的能力まで一括して習得することを目的

とした職業訓練（実践コース）を設定する。 

・ 設定に際しては、成長分野、人材不足分野とされている分野・職種に重点を

置くとともに地域における産業の動向や求人ニーズ等を踏まえたものとする。

また、育児中の女性等で再就職を目指す者、未就職のまま卒業することとなっ

た新規学卒者、コミュニケーション能力等の課題を有する生活困窮者、さらに

は短時間労働者等の不安定就労者、就職氷河期世代の者のうち不安定な就労に

就いている者や無業状態の者など、対象者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓

練の設定にも努めることとする。 

・ 訓練認定規模に占める各コース及び分野の割合は、応募者数や認定申請件数

など、これまでの実績等を踏まえ、次のとおりとする。 

イ 基礎コース 20％程度 

ロ 実践コース   80％程度 

・ 実践コースのうち介護系、医療事務系、デジタル系の３分野並びに、その他

の成長分野及び人材不足分野の実践コース全体の訓練認定規模に占め 

る割合の目安については、これまでの実績等を踏まえ、次のとおりとする。 

イ 介護系       15％程度 

ロ 医療事務系     15％程度 

ハ デジタル系     40％程度 

ニ その他       30％程度 

  ・ 訓練認定規模に占める地域別の割合については、これまでの実績等を踏まえ、 

次のとおりとする。 

     イ 県央地域      70％程度 

     ロ 上記以外の地域   30％程度 
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・ より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工夫に応じて主体的

に、独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置き、設定するこ

ととされている「地域ニーズ枠」については、公共職業訓練（離職者訓練）の

訓練規模、分野及び時期も踏まえた上で、訓練認定規模の 10％以内で設定する

こととし、訓練機会が不足しているハローワーク天草・球磨・水俣管内で申請

される基礎１コース、実践（介護系）１コースを「地域ニーズ枠」として優先

的に認定することとする。 

・ 求職者支援訓練に新規参入となる職業訓練について、次の割合以下の範囲で

新規参入枠として認定することとする。 

イ 基礎コース           上限値 30％ 

ロ 実践コース      上限値 30％ 

・  訓練受講生の修了後３ヶ月以内の雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58％、

実践コースで 63％を目指す。 

・  求職者支援訓練に係る認定単位期間は四半期ごととする。 

 
 
（２）在職者に対する公共職業訓練等 

  ①熊本県立高等技術専門校（施設内訓練） 

企業のニーズに基づき、事務系の訓練を実施する。    【定員  55 人】 

  ②熊本県立技術短期大学校（施設内訓練） 

ア 機械加工やアプリケーション開発等の機械、電子・情報系の訓練を実施す

る。                        【定員  68 人】 

イ 企業のニーズに基づくオーダーメイド型の訓練を実施する。 

  ③熊本職業能力開発促進センター（施設内訓練） 

ア 熊本労働局、各種産業団体及び連合会、教育訓練機関と連携し、中小企業

を主体とした従業員育成をおこなう。         【定員 1,894 人】 

イ 企業のニーズに基づくオーダーメイド型の訓練を実施する。 

 

  ④荒尾訓練センター（施設内訓練） 

ア 熊本労働局、各種産業団体及び連合会、教育訓練機関と連携し、中小企業

を主体とした従業員育成をおこなう。         【定員 230 人】 

イ 企業のニーズに基づくオーダーメイド型の訓練を実施する。 

 

（３）学卒者に対する公共職業訓練 

  ①熊本県立高等技術専門校 

    地域産業から求められる技能・知識のニーズに対応した即戦力となる中堅技

術者・技能者の育成を図るため、自動車車体整備科、電気配管システム科、総

合建築科の３つの訓練科において、主として新規学卒者を対象とした訓練を実
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施する。                        【定員 115 人】 

②熊本県立技術短期大学校 

地域産業の高度化、高付加価値化に対応できる高度な技能及び知識を備えた

実践技術者の育成を図るため、精密機械技術科、機械システム技術科、電子情

報技術科、情報システム技術科の４つの訓練科において、主として新規学卒者

を対象とした訓練を実施する。              【定員 200 人】 

 

（４）障害者等に対する公共職業訓練 

  熊本県立高等技術専門校 

   ①施設内訓練 

軽度の知的障がいのある方を対象とした訓練科（総合実務科）において、

職業に関する基本的な知識・技能の習得と労働に耐えうる体力づくり、あい

さつなどの社会生活に必要なマナー、商品販売等に関する技能・知識に係る

訓練を実施する。          【定員 16 人、目標就職率 100％】 

   ②委託訓練 

ア ＩＴ、事務の２分野において、障がいの種類や程度に応じた多様な訓練

を実施する。         【定員 96 人、目標就職率 55％】 

イ 企業、求職者のニーズに基づきオーダーメイド型の訓練も実施する。 

   ③特別委託訓練 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳所持者を対象に、ソフトウェ

ア開発等の技能、知識の習得を目的とした２年間の長期訓練を実施する。 

【定員 20 人、目標就職率 100％】 

 

５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 

（１）関係機関との連携 

・ 公的職業訓練全体の訓練規模、分野及び時期において公的職業訓練の機会及

び受講者を適切に確保するとともに、公的職業訓練を効果的に実施し、訓練修

了者の就職を実現していく上で、国及び熊本県の関係行政機関はもとより、地

域の訓練実施機関の団体、労使団体等の幅広い理解・協力が求められる。 

・ また、その際、訓練カリキュラム等の見直しも含め、訓練の実施結果や地域

の人材ニーズを踏まえた改善のための不断の取組が必要である。 

・ このため、令和５年度においても地域職業能力開発促進協議会を開催して関

係者の連携・協力の下、地域の実情を踏まえた、計画的で実効ある職業訓練の

推進に資することとするほか、職業訓練の実施状況等についてフォローアップ

を行う。また、地域職業能力開発促進協議会においては、地域の人材育成を効

果的に実施するため、訓練コースの内容がニーズに即したものとなっているか、

訓練効果等が上がっているか等の検証や、当該検証結果を踏まえた見直しを行

うため、ワーキンググループを設置する。 
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（２）公的職業訓練の受講生の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

 ① 公共職業訓練（離職者訓練） 

・ 訓練期間中にジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングの機会を

設け、訓練修了後の求職活動の方向性を明確化する。 

・ 訓練実施機関と公共職業安定所が連携し、就職未決定者の公共職業安定所へ

の誘導を徹底するとともに、訓練効果を生かせる求人情報を提供する。 

 

② 公共職業訓練（学卒者訓練） 

・ 職業指導やジョブ・カードを活用したキャリア教育等、１学年次から、訓練

修了後の就職を見据えたキャリア教育等を実施する。 

・ 個々の訓練生の適性や能力に応じて、進路相談や就職相談等を実施する。 

  

③ 障がい者等に対する公共職業訓練 

  （施設内訓練） 

  ・ 年間５回の派遣実習を交えながら各事業所で実践的な職業訓練を行う。 

・ 就労先の開拓を行いながら訓練効果を生かせる求人情報を提供するなど、

個々の能力に応じた就職支援を実施する。 

・ 訓練修了後や就職後も就職先・各支援機関と連携をとりながら、就職の定着

支援を実施する。 

  （委託訓練） 

  ・ 訓練期間中は、訓練実施機関による独自の就職支援のほか、障害者職業訓練

コーディネーター等が適宜訓練状況を関係機関に報告し、その内容が今後の就

労相談等に活用されるような体系を構築することで、未就職者の就職支援に一

層積極的に取り組んでいく。 

  （特別委託訓練） 

  ・ 半年間の基礎訓練終了後、個々の訓練生の希望職種に応じた適切なキャリア

コンサルティングを行う。 

・ 就職に必要な高度な知識や技術などを習得するために専門性の高い応用実習

を行いながら、高度なＩＴ人材の育成を目指す。 

 

④ 求職者支援訓練 

・ 公共職業安定所において、求職者支援訓練の受講を希望する求職者に対し、

キャリアコンサルティングを通して適切な訓練コースの選定に関する助言及び

援助を行うこととする。 

・ 求職者支援訓練の受講者には、長期失業者や正社員経験が少ない者も少なく

ないことから、職業訓練により知識や技能を高めることはもとより、訓練修了

者の就職に向けてもきめ細かい支援が必要である。そのため、訓練期間中から
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ジョブ･カードを活用したキャリアコンサルティングを通して、訓練修了後の求

職活動の方向性を明確化するとともに、訓練実施機関と公共職業安定所が連携

し、訓練効果を生かせる求人情報の提供等、就職に向けた支援を充実する。 

・ また、訓練修了後は、訓練実施機関による独自の就職支援のほか、公共職業

安定所においても、訓練実施機関が訓練修了時に交付したジョブ･カードを参考

としつつ、就職支援に取り組んでいく。 

・ なお、基礎コースの訓練修了者のうち受講中に作成したジョブ・カードの内

容から安定した就職のためには、引き続き公共職業訓練を受講することが適切

であると判断される者については、本人の希望を踏まえつつ、実践コース又は

公共職業訓練の訓練コースの選定に関する助言及び援助を行うこととする。 

・ 訓練実施規模を踏まえ、安定した就職の実現に資する分野の訓練が設定され

るよう努めることとする。 

 
（３）地域におけるリスキリングの推進に関する事業（「地域リスキリング推進事業」）  

   令和５年度地方財政対策のひとつとして、「地域におけるリスキリングの推進

に関する地方財政措置」が創設され、地域職業訓練実施計画に位置付けられる地

方単独事業として実施される、地域に必要な人材確保（中小企業、農林水産、介

護等）のため、デジタル・グリーン等成長分野に関するリスキリングの推進に資

する事業を対象としている。  

なお、熊本県(市町村を含む)における地域リスキリング推進事業の事実にあた

っては、令和５年度に開催する熊本県地域職業能力開発促進協議会において事業

一覧を報告することとする。   

 



熊本県

施設内 委託

定員 定員 定員 定員 定員

ＩＴ分野 167 0 62 0 105

営業・販売・事務分野 500 0 500 0 -

医療事務分野 250 0 160 0 90

介護・医療・福祉分野 220 0 145 0 75

農業分野 0 0 0 0 0

旅行・観光分野 0 0 0 0 0

デザイン分野 762 0 762 0 -

製造分野 460 0 0 460 0

建設関連分野 170 0 2 168 0

理容・美容関連分野 4 0 4 0 -

その他分野 699 0 16 240 443

180 0 0 0 180

合計 3,412 0 1,651 868 893

（参考）
デジタル分野 1,409 0 824 280 305

※　「定員」とは、当該年度中における開講コースの定員の数。

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー
ス

）

求職者支援訓練（基礎コース）

ハロートレーニング（離職者向け）のR5年度計画

離職者向けの公的職業訓練の分野別の計画

全体計画数
公共職業訓練（都道府県） 公共職業訓練

（高齢・障害・求職者支
援機構）

求職者支援訓練


